
1 職員の任免及び職員数に関すること
(1)職員数の状況（特別職を含む）

(2)職員採用の状況（H31.4.1～R2.4.1)

(3)退職の状況(平成31年度)

(4)級別職員数の状況（R2.4.1現在）
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構成比 0.0% 0.0% 9.1% 90.9% 100%

33.9% 7.7% 100%

 技能労務職
職員数 0 0 2 20

 保健師等 構成比 24.6% 7.7% 12.3% 13.8%

100%

 保育士・教諭 職員数 16 5 8 9 22 5 65

32 13 121

構成比 31.4% 9.9% 9.1% 12.4% 26.5% 10.7%
 一般事務

職員数 38 12 11 15

 会計管理者

   課長
主幹

主事補 副主任
課長補佐

主査

標準的な職務内容
主事

主事
主任

主任

課長

区　　別 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

計

合計

3

5

定年退職 応募認定退職 普通退職

7

技能労務職 0 0

区　　分

技能労務職 4 1 0

区　　分 平成31年度

208

令和2年度

一般行政職等

一般行政職等 2 1 0

12

藍住町職員の任免・給与・勤務条件など

人事行政の運営状況についてお知らせします

（平成２１年度公表）

平成31.4.1

212

令和2.4.1

職員数 職員数

藍住町職員の任免・給与・勤務条件など

人事行政の運営状況についてお知らせします
（令和２年度公表）



(5)等級及び職制上の段階ごとの職員数（行政職給料表（一）適用者 地公法第58条の3に基づく公表　R2.4.1現在）

課長・専任主幹の職務
委員会等の事務局の長の職務
主幹・課長補佐・主査の職務
施設の長の職務

(6)部門別職員数の状況（各年4月1日現在　定員管理）

208 4合　　　　計 230 220 218 209 204

0

小計 24 23 24 23 24 22 △ 2

10 10 10 11 10 10

計 186 100% 186 100%

9.7%
課
長
級

理事・参事の職務
会計管理者・教育次長の職務
高度な知識又は経験を必要とする業務を行う課長・専任主幹
の職務
高度な知識又は経験を必要とする業務を行う委員会等の事務
局の長の職務
高度な知識又は経験を必要とする業務を行う施設の長の職務

課
長
補
佐
級

11 5.9% 主
幹

主
幹
級

６級 18 9.7% 18

５級 54 29.0%
43 23.1%

課
長
補
佐
・
主
査

23.1%
係
長
級

４級
高度な知識又は経験を必要とする業務を行
う主任の職務

24 12.9%

一
般
職

２級
高度な知識又は経験を必要とする業務を行
う職務

17 9.1%

３級 主任・副主任の職務 19 10.2%

43

１級 定型的な業務を行う職務 54 29.1%

71 38.2%

等級 基準となる職務
合計 職制上の段階

職員数 構成比 職員数 構成比 段階

区　分 部門 27年 28年 29年 30年 31年 2年 前年比

一般行政部門

議会 3 3 3 3 3 3 0

総務・企画 29 26 27 28 27 27 0

△ 1

税務 15 15 14 14 12

1

13 1

農林水産 4 4 5 5 5 4

0

土木 12 11 11 9 8 8 0

商工

38 37 38 37 36

11 1 1 1

35 △ 1

衛生 35 35 33 30 32 28

民生

小計

△ 4

137 132 132 127 124 119 △ 5

特殊行政部門 教育 69 65 62 59 56 67 11

公営企業等部門

水道 5 5 5 5 5 5 0

下水道 4 3 3 2 2 2 0

介護 5 5 6 5 7 5 △ 2

その他



2
　人事評価制度は、職員の一定期間における勤務成績を評価し、その結果を職員の能力開発

及び活用に役立て、公正な人事管理を行うことを目的としています。

3 職員の給与の状況
(1)人件費の状況（普通会計決算額） (単位：千円）

 

(2)職員給与

　①一般会計予算職員給与費（当初予算額） (単位：千円）

　②特別会計を含めた全職員の給与費（当初予算額） (単位：千円）

　③ラスパイレス指数（各年４月１日現在）

職員の人事評価の状況

内容

４月１日～翌年３月３１日

翌年２月

評価の期間

徳島県平均 95.8 96.2

全国町村平均 95.6 96.3

5,941

平成26年 平成31年

藍住町 95.5 96.5

2年度 212 800,845 138,439 320,179 1,259,463

5,943

区分
職員数 給　与　費 職員１人あたりの

給与費(B/A)(A) 給料 職員手当 期末・勤勉 計(B)

2年度 196 742,415 125,578 296,888 1,164,881

区分
職員数 給　与　費 職員１人あたりの

給与費(B/A)(A) 給料 職員手当 期末・勤勉 計(B)

31年度 35,300 11,197,794 453,107 1,531,602 13.68%

人件比率

（令和2年1月末現在） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

人件費
区分

住民基本台帳人口 歳出額 実質収支

職員定数条例に規定する職員

区分

評価の時期

評価対象者

ラスパイレス指数とは：
国家公務員の給与水準を

１００とした場合の、地方
公務員の給与水準を示す指
数のことです

人件費とは：

特別職の給与・各種委員報酬・職員給

与・共済費などをいいます



(3)平均給料月額・平均年齢（R2.4.1現在）

（国は平成31年給料）

(4)職員の初任給の状況（R2.4.1現在）

(5)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（R2.4.1現在）

(6)職員手当の状況

　①期末勤勉手当（R2.4.1現在）

（支給割合）

　②退職手当（R2.4.1現在）

（支給割合）

最高限度 47.70900 47.709000 47.70900 47.709000

勤続２５年 28.039500 33.270750 28.039500 33.270750

勤続３０年 34.735500 40.803750 34.735500 40.803750

自己都合退職 勧奨・定年退職

勤続２０年 19.669500 24.586875 19.669500 24.586875

1.90 4.50

役職加算措置 有 有

区　　分
藍住町 国

自己都合退職 勧奨・定年退職

高校卒 260,000

６月期 1.30

計 2.60 1.90

１２月期 1.30 0.95

区　　分
藍住町 国

期末手当 勤勉手当 計 期末手当 勤勉手当 計

- -

２０年以上

２５年未満

１０年以上 １５年以上

１５年未満 ２０年未満

356,900

150,600150,600 153,900

182,200 187,200 182,200 187,200

153,900

一般行政職
大学卒 266,800 311,200

区　　分

一般行政職
大学卒

高校卒

国

初任給 採用２年後 初任給 採用２年後
区　　分

藍住町

一般行政職 300,300 40.6

国（一般行政職） 329,433 43.4

技能労務職 362,900 53.3

区　　分 平均給料月額 平均年齢

0.95 2.25 1.30 0.95 2.25

2.25

4.50

2.25

2.60

0.951.30



　③その他職員手当の状況

○ 配偶者：   ６，５００円
○ 子： １０，０００円
○ 父母等： 　６，５００円

（扶養親族の内１５～２２歳の者は５，０００円加算）
○ 借家の場合：

（家賃１４，０００円以下は支給なし）

○ 自家用車等の利用の場合
・２㎞～５㎞未満： 月額２，０００円を支給

（５㎞以上は距離に応じて支給）
○ 管理又は監督の職員に支給

会計管理者・教育次長・総務課長（６級） ４８，２００円
課長・専任主幹（６級） ４３，８００円
課長・専任主幹（５級） ４２，２００円
所長・幼稚園長（６級） ３０，６００円
所長・幼稚園長（５級） ２９，５００円
主幹（５級） ２１，１００円

○ 著しく危険、不快、不健康又は特殊な勤務に従事した場合のみに
支給： 日額６００円

（伝染病予防作業・清掃作業・災害時特殊作業等）

○ 正規の勤務時間を超えて勤務を命じられた場合の支給

(7)特別職の報酬等の状況（R2.4.1現在）

4 職員の勤務時間その他の勤務条件に関すること
(1)勤務時間の状況

（注） 保育所・幼稚園など本庁以外の勤務場所では、これと異なる勤務形態の場合があります

(2)年次有給休暇の状況（H31.1.1～12.31)

消化率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）／（Ａ）

一般行政職 4,005 878 102 21.9%

38時間45分 8:30 17:15

区　　分
総付与日数 総取得日数

１週間の勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間

222,000円議　員

議　長 333,000円

副議長 277,500円  計 3.4月分

副町長 634,400円  6月期 1.7月分

教育長 586,800円 12月期 1.7月分

区　分 給料・報酬月額 期末手当

町　長 793,000円

職員全体に占める手当支給職員の割合 11.10%
職員１人あたりの平均支給年額 105千円

時間外手当
平成31年度

支給総額 79,637千円
職員１人あたりの平均支給年額 460千円

扶養手当

住居手当

通勤手当

管理職手当

特殊勤務手当

平成31年度

区　　分

家賃の額に応じて２８，０００円を限度に支給

対象職員数

12:00～13:00

内　　　　容



(3)休暇等

○

○

○ 夏季休暇 ５日以内

○ 結婚休暇 ７日以内

○ 妊娠に伴う保健指導、健康診断を受ける休暇

○ 産前・産後休暇

○ 配偶者出産の休暇 ３日以内

○ 育児時間 １日２回以内２時間以内の必要な期間

○ 子の看護のための休暇 ５日以内

○ リフレッシュ（永年勤続）休暇

１４年、２４年、３４年を経過する日の属する年：連続３日

○ 忌引休暇 死亡した者の続柄により１日～１０日

○ ボランティア休暇 ５日以内

○

○ 子が３歳に達する日までの期間（無給）

(4)休暇取得状況（H31.4.1～R2.3.31）

5 職員の分限及び懲戒処分に関すること(平成31年度）

　

処分内容

免職

降任

休職

降給

失職

分
限
処
分

－

減給

懲
戒
処
分

戒告

－

－

－

3

処分者数

－

2

免職

停職

－

－

区　　　　分 病気休暇 介護休暇 育児休業

平成31年度中に新規取得又は前年
度より継続中の職員数

10 0 9

種　類

年次有給休暇

病気休暇

主な特別休暇
（主なもの）

介護休暇

育児休業

期　　　　間

配偶者、父母、子、配偶者の父母などで負傷、疾病又は老齢により日常

生活を営むのに支障がある者の介護を行う場合、通算して６月の期間内

（３回以下）において必要な期間（無給）

職員として採用された日の翌日から起算して
９年、１９年、２９年、３９年を経過する日に属する年：連続５日

出産予定日の８週間前の日から出産の日まで及び出
産の翌日から８週間を経過するまでの期間

負傷又は疾病のため療養を必要とする場合、最小限度必要と認められる
期間

１暦年毎に２０日とし、２０日を超えない範囲内の残日数を繰り越すこ
とができる

分限処分とは：
公務能率の維持向上のた
め、職員が一定の事由に
よって、その職務が果たす
ことができない場合など、本
人の意に反して不利益な処
分をすることです

懲戒処分とは：
職員の一定の義務違反に対
して、その責任を追及して行
う行政上の不利益処分のこ
とです



6 職員の服務の状況 　

 職員の営利企業等従事許可の状況（平成31年度） 　

 

7 職員の退職管理の状況
 藍住町職員の退職管理に関する条例第３条の規定に基づき届出を受けた職員は０名でした。

8 職員の研修に関すること
 研修の実施状況（平成31年度）

9 職員の福祉及び利益の保護の状況

○ 短期給付 … 病気やケガ(公務外）・出産・死亡・休業・災害時等の

給付

　 ■ 保健給付 … 療養費・高額療養費・出産費等

■ 休業給付 … 傷病手当金・育児休業手当金・介護休業手当金等

■ 災害給付 … 弔慰金・災害見舞金等

○ 長期給付 … 退職、障害又は死亡に対する給付

■ 老齢退職給付… 組合員期間や一定の条件を満たすことにより65

歳から支給

（特例で年齢により65歳未満で支給あり）

■ 障害給付 … 組合員が在職中に病気やケガで障害が残る状況

になった時に支給

■ 遺族給付 … 組合員又は組合員であった者が死亡したとき遺

族に支給

○ 福祉事業 … 保健、貯金、貸付などの各事業

■ 保健事業 … 健康診断助成、生活習慣病対策等

■ 貯金事業 …
■ 貸付事業 … 普通貸付、住宅貸付、入学・修学貸付等

■ 物資事業 … 共済組合保険制度等

○ 給付事業 … 医療費補助・出産祝金・死亡弔慰金等

○ 厚生事業 … 子育て支援・保養施設利用・各教室開設等

○ 助成事業 … 公的資格助成・人間ドック助成等

文化体育活動事業・クラブ活動事業、災害時備蓄活動事業

藍染普及活動事業
○ 厚生事業藍住町職員共済会 …

互助会

(1) 地方公共団体は職員の保護、元気回復、その他厚生に関する計画を立て実施しなければ
なりません。現在本町職員に対して、地方公務員共済組合法によって徳島県市町村職員
共済組合が制度を運用・実施しています。また職員は徳島県市町村職員互助会、藍住町
職員共済会へ加入し福利厚生事業の充実を図っています。

区　　分 内　　　　容

共済組合

全職員

メンタルヘルス研修 全職員

研修場所

担当事務専門研修 13

役場外 各課・各部署での研修（県内・県外）

営利企業等の従事許可申請数 37

役　場
人権研修

区　　　　分 人数

14

徳島県自治研修センター

階層別職員研修（係長・課長補佐研修等） 46

自己開発向上研修 7

区　　　分 件数



○藍住町職員共済会運営状況
町職員共済会の費用は、職員の会費と町からの補助金で賄われています。

円

円

(2)健康診断の実施状況（平成31年度）

(3)公務災害の発生状況（平成31年度）

(4)利益の保護状況（平成31年度）

問合せ先
 藍住町役場　総務企画課
 電話 ０８８－６３７－３１１１

職員に対する不利益な処分についての不服申し立て 有

通勤災害 －

内　　　　容 有無

職員の給与、勤務時間、その他の勤務条件の関する措置の請求 無

受診者

787,542

種類 発生件数 事案の概要

公務災害 －

日帰りドック 201 87

脳ドック 147 13

健康診断の種類

838,710

　令和２年度予算額

人
間
ド
ッ

ク

１泊２日ドック 147 16

合計 116

対象者

職員健康診断 208 74

　平成３１年度決算額


